
（日本工業規格Ａ列4番）
設計内容説明書（木造軸組工法　共同住宅等用　その１　住棟審査用）
	建築物の名称
	

	建築物の所在地
	

	設計者氏名
	


	認定事項
	確認
項目
	設計内容説明欄　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	設計内容
確認欄

	
	
	項目
	設計内容
	記載図書
	

	1．構造躯体

等の劣化

の対策
	外壁の軸組等
	軸組等の構造

(地面から1m
以内の部分）
	・外壁の構造（□通気構造等　□その他）
	□仕上表

□伏図

□
	

	
	
	
	・柱（〔□製材（樹種　　　　　　　　　　　　　）

□集成材等（種類　　　　　　　　　　　）〕

　小径　　（　　　　㎝）

　薬剤処理〔□有（方法　　　　　　　　）□無〕）
	
	

	
	
	
	・柱以外の軸材（〔□製材（樹種　　　　　　　　）

　　□集成材等（種類　　　　　　　　　　　　）〕

　薬剤処理〔□有（方法　　　　　　　　）□無〕）
	
	

	
	
	
	・構造用合板等（種類（　　　　　　　　　　　　）

　薬剤処理〔□有（方法　　　　　　　　）□無〕）
	
	

	
	土台
	防腐・
防蟻処理
	・土台に接する外壁下端の水切り（□有　□無）
	□仕上表

□伏図

□
	

	
	
	
	・土台の樹種（　　　　　　　　　　　　　　　　）

薬剤処理〔□有（方法　　　　　　　　　）□無〕
	
	

	
	地盤
	防蟻措置
	・防蟻方法（□べた基礎等　□土壌処理　□その他）

・土壌処理〔□有（方法　　　　　　　　　）□無〕
	□仕上表

□
	

	
	基礎
	基礎高さ
	・地盤面から基礎上端までの高さ（　　　　　㎜）
	□矩計図

□
	

	
	床下
	防湿方式
	・防湿方法〔□コンクリート（厚さ　　　　㎜）

　　　　　　□防湿フィルム（厚さ　　　　㎜）〕

・防湿フィルムの場合の材料（　　　　　　　　　）
	□計算書

□仕上表

□基礎伏図
□矩計図

□
	

	
	
	換気措置
	□基礎部の開口（外周部の設置間隔　　　　　㎜）

　　　　　　　（開口高さ　　　㎜、幅　　　㎜）

□ねこ土台（有効面積　　　　ｃ㎡/ｍ、高さ　　　㎝）
□基礎断熱工法（断熱材の熱抵抗　　　㎡・K／W）
	
	

	
	小屋裏
	小屋裏換気
	・換気口の数　（　　　　　個）

・換気口の面積の天井面積に対する割合

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□仕上表

□立面図

□
	

	
	構造

部材等
	摩損防止措置
	・構造耐力上主要な部分への措置（□有　□無）
	□矩計図

□
	

	
	
	外壁下地措置
	・外壁下地使用材（　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	点検

空間の

確保
	床下空間

への措置
	・床下空間への措置　　〔点検口（□有　□無）〕
	□平面図

□伏図

□
	

	
	
	小屋裏空間

への措置
	・小屋裏空間への措置　〔点検口（□有　□無）〕
	
	

	
	
	床下空間
	・床下空間の有効高さ（　　　　　　㎜以上）
	
	


	認定事項
	確認
項目
	設計内容説明欄　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	設計内容
確認欄

	
	
	項目
	設計内容
	記載図書
	

	２．耐震性


	設計概要
	限界耐力計算
	・安全限界変位の当該階の高さに対する割合（　／　）
	□構造計算書
□
	

	
	
	
	・各階の変形（　　　　　）
	
	

	
	
	
	・耐震等級（倒壊等防止）に応じた倍率（　　　　）
	
	

	
	
	限界耐力計算
以外の構造計算
	・耐震等級（倒壊等防止）に応じた倍率（　　　　　）
	□構造計算書
□
	

	
	
	免震建築物
	・構造方法に対する大臣認定番号

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・地盤の長期に生ずる力に対する許容応力度

（　　　　　　ｋＮ／㎡）
	□認定書

□構造計算書
□
	

	
	耐力壁
	筋かい耐力壁
	・種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□仕上表

□伏図

□壁量計算書
□
	

	
	
	木摺耐力壁
	・種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	
	面材耐力壁
	・種類（　　　　　　　　）厚さ（　　　　㎜）

　　　（　　　　　　　　）厚さ（　　　　㎜）
	
	

	
	
	
	・くぎ打ち（種類　　　　　、間隔　　　　㎜）
	
	

	
	
	存在壁量
	・張り間方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）

・けた行方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）
	
	

	
	
	建基法で定める各階の床面積に対する必要壁量
	・（１階　　　　　　㎝、２階　　　　　　㎝）
	
	

	
	
	建基法で定める各階の見付面積に対する必要壁量
	・張り間方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）

・けた行方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）
	
	

	
	
	各階の床面積に対する必要壁量
	・（１階　　　　　㎝、２階　　　　　㎝）
	
	

	
	
	各階の見付面積に対する必要壁量
	・張り間方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）

・けた行方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）
	
	

	
	
	耐力壁線の間隔
	・張り間方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）

・けた行方向（１階　　　㎝、２階　　　㎝）
	
	

	
	床組等
	床組の

構造方法
	・２階床の床組又は１階屋根小屋組

　（種類　　　　　　　　　厚さ　　　　　　㎜

　　根太間隔　　　　　㎜、釘種類　　　　　　

　　釘ピッチ　　　　　㎜、屋根勾配　　　　度

　　その他措置　　　　　　　　　　　　　　）

・２階屋根小屋組及び屋根面

　（種類　　　　　　　　　厚さ　　　　　　㎜

　　根太間隔　　　　　㎜、釘種類　　　　　　

　　釘ピッチ　　　　　㎜、屋根勾配　　　　度

　　その他措置　　　　　　　　　　　　　　）
	□伏図

□存在床倍率計算表

□構造詳細図
□
	

	
	
	必要床倍率
	・（１階　　　　　　　２階　　　　　　　）
	
	

	
	
	存在床倍率
	・（１階　　　　　　　２階　　　　　　　）
	
	

	
	
	胴差の仕口
	・接合方法の区分（　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	
	床組等の仕口
	・１階の小屋組及び屋根面

（必要接合部倍率

　存在接合部倍率　　　　　　　　　　　　　）

・耐力壁線までの距離が1.5ｍを超える部分の入隅部分
（必要接合部倍率

　存在接合部倍率　　　　　　　　　　　　　）

相互間隔4ｍ超の耐力壁線に挟まれる部分の胴差等

（必要接合部倍率

　存在接合部倍率　　　　　　　　　　　　　）

評価方法基準で定められた方法によらない場合

（必要とされる引張力

　当該部分の引張耐力　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	構造耐力上主要な部分
	固定荷重等に対する構造耐力上主要な部分の検討
	
	□
	

	
	土台・柱
	柱
	・小径（　　　　　　　　　　　　　　　　㎜）

・有効細長比（　　　　　　　　　　　　　　）
	□仕上表

□伏図

□
	

	
	
	アンカーボルト
	・品質（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・埋込み長さ（　　　　　　　　　　　　　㎜）

・間隔（　　　　　　　　　　　　　　　　㎝）
	
	

	
	基礎
	基礎の種類
	基礎の種類（　　　　　　　　　　　　　　　）

地盤の長期に生ずる力に対する許容応力度

　　　　　（　　　　　　　　　　　ｋＮ／㎡）
	□基礎・地盤説明書

□基礎伏図

□断面図

□構造計算書
□
	

	
	
	くい基礎
	・場所打ちコンクリートぐい

（主筋の種類　　　　　　　　本数　　　　本

　主筋の断面積の合計　　　　　　　　　

　くい断面積　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	
	
	・鋼管ぐい

（くいの肉厚　　　　　くいの直径　　　　　）
	
	

	
	
	
	・その他のくい

（適合する日本工業規格　　　　　　　　　　）
	
	

	
	
	べた基礎

又は

布基礎
	・基礎の構造（　　　　　　　　　　　　　　）

・立上り部分の高さ（　　　　　　　　　　　）

・立上り部分の厚さ（　　　　　　　　　　　）

・底盤の厚さ　　　（　　　　　　　　　　　）

・立上り部の主筋（種類　　　　　　径　　　）

・立上り部補強筋（径　　　　間隔　　　　　）

・底盤補強筋　　（径　　　　間隔　　　　　）

・換気口を設ける場合の補強筋（径　　　　　）

・布基礎の場合の基礎の幅（　　　　　　　　）
	
	


	認定事項
	確認
項目
	設計内容説明欄　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	設計内容
確認欄

	
	
	項目
	設計内容
	記載図書
	

	４．維持管理・更新の容易性
	共用

配管
	コンクリート内埋込配管
	・排水管（□無　　　□有）

・給水管（□無　　　□有）

・給湯管（□無　　　□有）
	□仕上表

□矩計図

□
	

	
	地中

埋設管
	地中埋設管上のコンクリート打設
	・排水管（□無　　　□有）

・給水管（□無　　　□有）

・給湯管（□無　　　□有）
	□仕上表

□平面図
□
	

	
	共用

排水管
	排水管等の内面
	□平滑である（仕様等　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
	□仕上表

□
	

	
	
	設置状態
	□たわみ、抜け等が生じないように設置

　措置（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	
	排水管の

清掃措置
	・便所

〔□排水ますに隣接□掃除口（□露出又は開口有）〕

・その他水まわり

〔□トラップ□掃除口（□露出又は開口有）〕
	□仕上表

□配置図

□平面図
□
	

	
	配管

点検口
	主要接合部等の点検措置
	・排水管と設備機器の接合部

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	□平面図

□
	

	
	
	
	・給水管と設備機器の接合部

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	

	
	
	
	・給水管のバルブ及びヘッダー

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	

	
	
	
	・給湯管のバルブ及びヘッダー

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	

	
	
	
	・排水管の掃除口

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	


	認定事項
	確認
項目
	設計内容説明欄　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	設計内容
確認欄

	
	
	項目
	設計内容
	記載図書
	

	５．高齢者

対策


	共用
廊下
	共用廊下の床
	・段差の有無　　（□無　□有）

・段差がある場合の傾斜路又は段の幅員等

　勾配　　（　　　　　　　　）

　高低差　（　　　　㎜）

　有効幅員（　　　　　　　　㎜）

　手すりの床面（踏面）からの高さ（　　　　㎜）

　傾斜路の表面の材質（　　　　　　　　　）

　段の踏面　（　　　　　㎜）

　段のけあげ（　　　　　㎜）

　段の蹴込み（　　　　　㎜）

　蹴込板の設置（□有）

　段鼻の出（□無）
	□仕様書

□平面図

□矩計図

□


	

	
	
	共用廊下の

手すり
	・手すりの床面からの高さ（　　　　　　㎜）
	
	

	
	
	共用廊下の幅員
	・有効幅員　　　　　　　（　　　　　　㎜）
	
	

	
	
	外部共用廊下
の転落防止用
手すり
	・転落防止措置の床からの高さ（　　　　㎜）

□手すり壁　□さく　□金網
	
	

	
	共用

階段
	勾配等
	・踏面（　　　　㎜）・けあげ（　　　　㎜）
	□仕様書

□平面図

□矩計図

□
	

	
	
	蹴込み
	・蹴込み（　　　　　㎜）
	
	

	
	
	段鼻
	・段鼻の出（□無）
	
	

	
	
	手すり
	・手すりの踏面からの高さ（　　　　　　㎜）
	
	

	
	
	外部共用階段
	・転落防止手すりの高さ　（　　　　　　㎜）

・転落防止手すりの手すり子の間隔（　　㎜）
	
	

	
	
	幅員等
	・階段及びその踊り場の幅（　　　　　　㎜）

・階段の高さ　　　　　　　　　（　　　ｍ）

・高さが4ｍを超える場合の踏幅（　　　ｍ）
	
	

	
	
	階段の転落

防止用手すり
	・転落防止措置の床からの高さ（　　　　㎜）

□手すり壁　□さく　□金網
	
	

	
	エレベーター
	エレベーター

の利用
	・住戸位置（□建物出入口に存する階□左記以外）
・エレベーター設置（□有　□無）
	□平面図

□
	

	
	
	エレベーター

の仕様
	・出入口の有効幅員（　　　　　　　　　㎜）

・かごの奥行き寸法（　　　　　　　　　㎜）
	
	

	
	
	エレベーター

ホールの広さ
	・エレベーターホールの寸法

　（　　　　　　㎜×　　　　　　㎜）
	
	

	
	
	建物出入口

からの経路
	・建物出入口からエレベーターホールまでの段差（□無）

・建物出入口とエレベーターホールの高低差

（□有　□無）

・高低差がある場合の傾斜路又は段の幅員等

　勾配　　（　　　　　　　　）

　高低差　（　　　　㎜）

　有効幅員（　　　　　　　　㎜）

　手すりの床面（踏面）からの高さ（　　　　㎜）

　傾斜路の表面の材質（　　　　　　　　　　）

　段の踏面　（　　　　　㎜）

　段のけあげ（　　　　　㎜）

　段の蹴込み（　　　　　㎜）

　蹴込板の設置（□有）

　段鼻の出（□無）
	
	


	

	認定事項
	確認
項目
	設計内容説明欄　　　　　　　　　　　　　　　　　※
	設計内容
確認欄

	
	
	項目
	設計内容
	記載図書
	

	６．省エネルギー対策
	熱損失係数等による基準
	熱損失係数による基準
	熱損失係数等による検討　　（□有　□無）

熱損失係数（　　　　　　　　　Ｗ/㎡・K）
	□計算書

□
	

	
	
	夏季日射取得係数に関する基準
	夏季日射取得係数（　　　　　　　　　）
	□計算書

□
	

	
	
	結露の

発生防止対策
	・繊維系断熱材の使用　　　（□有　□無）

・防湿層の設置

〔□有□無（必要な措置　　　　　　　）〕

・屋根又は外壁の断熱層　（□有　□無）

　断熱層を設けた場合における通気層の設置

〔□有□無（必要な措置　　　　　　　）〕

・構造熱橋部への措置

（内断熱工法における補強数値　　　　　）

（外断熱工法における補強数値　　　　　）

（気象データによる計算　□有　□無）
	□仕様書

□仕上表

□矩計図

□計算書

□
	

	
	熱貫流率による
基準
	躯体の断熱性能等に関する基準
	熱貫流率による検討　　　　（□有　□無）

・断熱材の施工法（□充填断熱工法　□外張断熱工法）

・各部熱貫流率若しくは断熱材の熱抵抗、又は断熱材の種類と厚さ

屋根（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

天井（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

壁　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

床　

外気に接する部分（　　　　　　　　　　　）

　その他の部分　　（　　　　　　　　　　　）

土間床等の外周部

外気に接する部分（　　　　　　　　　　　）

その他の部分　　（　　　　　　　　　　　）
	□仕様書

□仕上表

□矩計図

□計算書

□
	

	
	
	
	・通気止めの設置　　　　　（□有　□無）

・埋込み型照明器具の計画　（□有　□無）

・防湿層の設置

〔□有　□無（必要な措置　　　　　　　　）〕

・構造熱橋部への措置

（内断熱工法における補強数値　　　　　　　）

（外断熱工法における補強数値　　　　　　　）

・気密層における相当隙間面積（　　　　cm/㎡）

・気密材の種類（　　　　　　　　　　　　　）

・気密補助材の種類（　　　　　　　　
	
	

	
	
	開口部の断熱性能等に関する基準
	・開口部の熱貫流率（　　　　　　　　㎡/ｗ）

・窓・ドア等の断熱性

　　　　　　　　建具、ドア枠の材質・形状、

建具形態　　　　　ガラスの種類・構成等

（　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　）
	□仕様書

□仕上表

□矩計図

□計算書

□
	

	
	
	
	・窓の夏季日射侵入率面積平均荷重値

　　方位　　　　　　面積平均荷重値

（　　　　　）　　（　　　　　　　）

（　　　　　）　　（　　　　　　　）

（　　　　　）　　（　　　　　　　）

（　　　　　）　　（　　　　　　　）
	
	

	
	
	
	・窓・ドア等の日射侵入対策

　　　　　　　ガラスの　　　　　　庇・軒・付属

　方位　　　　日射進入対策等　　　　　　部材等
（　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　）

（　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　）

（　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　）

（　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　）
	
	

	
	
	
	・夏季日射取得係数（　　　　　　　　　　　）
	
	


（注意）

１．共通事項

①この様式は住棟全体について作成してください。

②「建築物の名称」の欄には、認定対象建築物が特定できる名称を記載してください。

③「設計者氏名」の欄には、設計者その他この書類の作成責任者の氏名を記載してください。

④※の付されている欄は、設計者等が記入してください。

⑤「設計内容説明」欄の「設計内容」欄には、認定を受けようとする建築物の設計内容のうち、長期使用構造等に適合していることの根拠となる具体の寸法、設備等の名称、数量、寸法、性能・品質を特定する認定等の名称及び番号、構成方法、接合方法、その他の事項を記載してください。なお、チェックボックスが設けられている場合には、該当するものに「レ」マークを入れてください。

⑥「設計内容説明」欄の「記載図書」欄には、「設計内容」欄に記載した事項が記載されている平面図、立面図、断面図、伏図、構造詳細図、仕様書等の具体の設計図書のチェックボックスに「レ」マークを入れるか、空いているチェックボックスに「レ」マークを入れた上で「設計内容」欄に記載した事項が記載されている設計図書の名称を記載してください。同一名称の図書が複数に渡る場合は、記号、頁番号等により、容易に区別ができるようにしてください。また、これらの設計図書が長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第2条各項に規定される図書によらない場合には、その図書を添付してください。

⑦様式内の欄に記載事項が入らない場合、若しくは様式では長期使用構造等に適合していることを示すことができない場合には、別添様式を用いることができます。

２．「１．構造躯体等の劣化の対策」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「１．構造躯体等の劣化の対策」には、長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準（平成21年国土交通省告示第209号。以下「長期構造告示」という。）第３　１（２）の基準に適合していることを示してください。それぞれの欄の記載方法は以下のとおりです。

①「確認項目」欄の「外壁の軸組等」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ａに適合することを示してください。

②「確認項目」欄の「土台」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ｂに適合することを示してください。

③「確認項目」欄の「地盤」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ｄに適合することを示してください。

④「確認項目」欄の「基礎」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ｅに適合することを示してください。

⑤「確認項目」欄の「床下」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ｆに適合することを示してください。なお、壁の全周にわたって換気口を設ける場合には、“ねこ土台”の部分にその概要を記載してください。

⑥「確認項目」欄の「小屋裏」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ｇに適合することを示してください。なお、小屋裏の頂部に排気塔その他の器具を用いた排気口が計画された場合には、給気口の有効面積の天井面積に対する割合及び排気口の有効面積の天井面積に対する割合それぞれを記載してください。

⑦「確認項目」欄の「構造部材等」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ｈに適合することを示してください。なお、「項目」欄の「摩損防止措置」には建築基準法施行令（以下「令」という。）第37条に規定する摩損について適合することを、「外壁下地措置」には令第49条第1項に適合することを示してください。

⑧「確認項目」欄の「点検空間の確保」には、長期構造告示第３　１（２）①イからハに適合することを示してください。

３．「２．耐震性」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「２．耐震性」には、長期構造告示第３　２（２）に適合していることを示してください。それぞれの欄の記載方法は以下のとおりです。

①「確認項目」欄の「設計概要」には、該当する項目について記載してください。（木造2階建ての建築物については、免震構造の場合のみ記載してください。）また、階数が２以下の木造の建築物（枠組壁工法を除く）の場合は、「耐力壁」以降の欄を記載してください。

②「確認項目」欄の「耐力壁」には、評価方法基準第５の１の１－１（３）ホ①及び②に適合していることを示してください。

③「確認項目」欄の「床組等」には、評価方法基準第５の１の１－１（３）ホ③及び④に適合していることを示してください。

④「確認項目」欄の「構造耐力上主要な部分」には、評価方法基準第５の１の１－１（３）ホ⑤に適合していることを示してください。

⑤「確認項目」欄の「土台・柱」及び「基礎」には、評価方法基準第５の１の１－１（３）ホ⑥に適合していることを示してください。

４．「４．維持管理・更新の容易性」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「４．維持管理・更新の容易性」には、長期構造告示第３　４（２）に適合していることを示してください。それぞれの欄の記載方法は以下のとおりです。

①「確認項目」欄の「共用配管」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ①（ガス管に関するものを除く）に適合することを示してください。

②「確認項目」欄の「地中埋設管」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ②（ガス管に関するものを除く）に適合することを示してください。

③「確認項目」欄の「共用排水管」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ④及び⑤の基準に適合することを示してください。

④「確認項目」欄の「配管点検口」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ⑥の基準に適合することを示してください。

５．「５．高齢者対策」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「５．高齢者対策」には、長期構造告示第３　５（２）に適合していることを示してください。それぞれの欄の記載方法は以下のとおりです。

①「確認項目」欄の「共用廊下」には、評価方法基準第５の９の９－２（３）ハ①ｃ（イ①ｃ及びｄに係る部分を除く。）に適合することを示してください。

②「確認項目」欄の「共用階段」には、評価方法基準第５の９の９－２（３）ハ②（a（ⅲ）のうちロ②a（ⅳ）及びｂのうちイ②ｂに係る部分を除く。）、ハ④に適合することを示してください。

③「確認項目」欄の「エレベーター」には、評価方法基準第５の９の９－２（３）ハ③（ｂ及びｃを除く。）に適合することを示してください。

６．「６．省エネルギー対策」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「６．省エネルギー対策」には、長期構造告示第３　６（２）に適合していることを示してください。それぞれの欄の記載方法は以下のとおりです。

①「確認項目」欄の「熱損失係数等による基準」には、評価方法基準第５の５の５－１（３）イに適合することを示してください。

②「熱損失係数等による基準」の「項目」欄の「熱損失係数に関する基準」には、評価方法基準第５の５の５－１（３）イ①ａに適合することを示してください。

③「熱損失係数等による基準」の「項目」欄の「夏季日射取得係数に関する基準」には、評価方法基準第５の５の５－１（３）イ②aに適合することを示してください。

④「熱損失係数等による基準」の「項目」欄の「結露の発生防止対策」には、評価方法基準第５の５の５－１（３）イ③ａに適合することを示してください。
⑤「確認項目」欄の「熱貫流率による基準」には、評価方法基準第５の５の５－１（３）ロ①に適合することを示してください。

⑥「熱貫流率による基準」の「項目」欄の「躯体の断熱性能等に関する基準」には、住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する設計、施工及び維持保全の指針（平成18年国土交通省告示第378号。以下、「設計施工指針」という。）３に掲げる基準に適合していることを示してください。

⑦「熱貫流率による基準」の「項目」欄の「開口部の断熱性能等に関する基準」には、評価方法基準第５の５の５－１（３）ロ①ｃの規定により読み替えて適用される設計施工指針４又は住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準（平成18年経済産業省・国土交通省告示第3号）１－３（２）ロに掲げる基準に適合していることを示してください。
設計内容説明書（木造軸組工法　共同住宅等用　その２　住戸審査用）
	住戸番号
	

	建築物の名称
	

	建築物の所在地
	

	設計者氏名
	


	認定事項
	確認
項目
	設計内容説明欄　　　　　　　　　　　　　　　　※
	設計内容
確認欄

	
	
	項目
	設計内容
	記載図書
	

	１．構造躯体

等の劣化の対策
	浴室

及び

脱衣室
	防水上の措置
	・浴室（□防水上有効な仕上　□浴室ユニット

　　　　□その他の防水措置　□防腐措置）

　（防水措置等の方法　　　　　　　　　　）
	□仕上表

□
	

	
	
	
	・脱衣室（□防水上有効な仕上

□その他の防水措置　□防腐措置）

　（防水措置等の方法　　　　　　　　　　）
	
	

	３．可変性


	躯体

天井高
	躯体天井高
	・躯体天井高

　（　　　　　　㎜以上）
	□矩計図

□
	

	４．維持管

理・更新の

容易性
	専用
配管
	コンクリート内埋込配管
	・排水管（□無　　　□有）

・給水管（□無　　　□有）

・給湯管（□無　　　□有）
	□仕上表

□平面図
□矩計図

□
	

	
	地中

埋設管
	地中埋設管上のコンクリート打設
	・排水管（□無　　　□有）

・給水管（□無　　　□有）

・給湯管（□無　　　□有）
	□仕上表

□平面図
□
	

	
	専用

排水管
	排水管等の内面
	□平滑である（仕様等　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
	□仕上表

□
	

	
	
	設置状態
	□たわみ、抜け等が生じないように設置

　措置（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	
	排水管の

清掃措置
	・便所

〔□排水ますに隣接□掃除口（□露出又は開口有）〕

・その他水まわり

〔□トラップ□掃除口（□露出又は開口有）〕
	□仕上表

□配置図

□平面図
□
	

	
	配管

点検口
	主要接合部等の点検措置
	・排水管と設備機器の接合部

〔□露出□開口有　□その他（　　　　　）〕
	□平面図

□
	

	
	
	
	・給水管と設備機器の接合部

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	

	
	
	
	・給水管のバルブ及びヘッダー

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	

	
	
	
	・給湯管のバルブ及びヘッダー

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	

	
	
	
	・排水管の掃除口

〔□露出□開口有□その他（　　　　　　）〕
	
	


（注意）

１．共通事項

①この様式は住戸毎に作成してください。なお、複数の住戸の計画をまとめて表現することができる場合にはこの限りではありません。

②「住戸番号」の欄には、認定対象住戸が特定できる番号を記載してください。

③「建築物の名称」、「設計者氏名」の欄には、住棟審査用の様式に記載したものと同じものを記載してください。

④※の付されている欄は、設計者等が記入してください。

④「設計内容説明」欄の「設計内容」欄には、認定を受けようとする建築物の設計内容のうち、長期使用構造等に適合していることの根拠となる具体の寸法、設備等の名称、数量、寸法、性能・品質を特定する認定等の名称及び番号、構成方法、接合方法、その他の事項を記載してください。なお、チェックボックスが設けられている場合には、該当するものに「レ」マークを入れてください。

⑤「設計内容説明」欄の「記載図書」欄には、「設計内容」欄に記載した事項が記載されている平面図、立面図、断面図、伏図、構造詳細図、仕様書等の具体の設計図書のチェックボックスに「レ」マークを入れるか、空いているチェックボックスに「レ」マークを入れた上で「設計内容」欄に記載した事項が記載されている設計図書の名称を記載してください。同一名称の図書が複数に渡る場合は、記号、頁番号等により、容易に区別ができるようにしてください。また、これらの設計図書が長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第2条各項に規定される図書によらない場合には、その図書を添付してください。

⑥様式内の欄に記載事項が入らない場合、若しくは様式では長期仕様構造等に適合していることを示すことができない場合には、別添様式を用いることができます。

２．「１．構造躯体等の劣化の対策」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「１．構造躯体等の劣化の対策」には、評価方法基準第５の３の３－１（３）イ①ｃに適合することを示してください。

３．「３．可変性」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「３．可変性」には、長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準（平成21年国土交通省告示第209号。以下「長期構造告示」という。）第３　３（２）の基準に適合していることを示してください。

４．「４．維持管理・更新の容易性」に記載すべき事項

「認定事項」欄の「４．維持管理・更新の容易性」には、長期構造告示第３　４（２）に適合していることを示してください。それぞれの欄の記載方法は以下のとおりです。

①「確認項目」欄の「専用配管」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ（等級３）の基準（ガス管に関するものを除く）①に適合することを示してください。

②「確認項目」欄の「地中埋設管」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ（等級３）の基準（ガス管に関するものを除く）②に適合することを示してください。

③「確認項目」欄の「専用排水管」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ（等級３）④及び⑤の基準に適合することを示してください。

④「確認項目」欄の「配管点検口」には、評価方法基準第５の４の４－１（３）イ（等級３）⑥の基準に適合することを示してください

































